
学校法人明海大学役員等の報酬等規程 

 

（目的） 

第１条 この規程は、学校法人明海大学寄附行為（以下「寄附行為」という。）第６０条第１項

の規定に基づき、学校法人明海大学（以下「本法人」という。）の役員及び評議員（以下「役

員等」という。）の報酬等に関し、必要な事項を定めることを目的とする。 

（定義） 

第２条 この規程において、次の各号に掲げる用語の定義は、当該各号に定めるところによる。 

(1) 役員とは、寄附行為第６条第１項に定める理事及び監事をいう。 

(2) 常勤の役員とは、本法人における役員又は職員としての勤務を本務の職業とする者をい

う。 

(3) 非常勤の役員とは、常勤の役員以外の者をいう。 

(4) 評議員とは、寄附行為第６条第２項に定める評議員をいう。 

(5) 役員等の報酬等とは、基本報酬、職務報酬、退任慰労金及び評議員手当をいう。なお、

この役員等の報酬等には、職員の給与規程等に基づくものを含まない。 

(6) 費用とは､役員等としての職務執行に伴い生じる旅費（交通費、宿泊費等）及び手数料等

の経費をいう。 

（報酬等の支給） 

第３条 役員に対しては、次のとおり報酬等を支給するものとする。 

(1) 常勤の役員 基本報酬、職務報酬及び退任慰労金 

(2) 非常勤の役員 基本報酬及び退任慰労金 

２ 前項第２号の規定にかかわらず、非常勤の役員に対しては、その職務の内容、実績及び責

任の軽重等に応じて職務報酬を支給することができる。 

３ 評議員に対しては、評議員手当を支給する。 

４ 前項にかかわらず、寄附行為第４７条の規定により議長に選出された評議員に対しては、

評議員手当及び議長手当（以下「評議員手当等」という。）を支給する。 

（常勤の役員に対する報酬の額） 

第４条 常勤の役員に対する報酬の額は、別表第１に定めるとおりとする。 

２ 前項の報酬のうち職務報酬に適用する号俸は、役員としての職務の内容、実績及び責任の

軽重等を勘案し、理事会において定める。 

３ 本法人の職員として現に給与の支給を受けている者の職務報酬は、職員としての給与のう

ち所定内給与の月額を当該職務報酬額の範囲内で減額し支給する。この場合において所定内

給与とは、きまって支給する給与のうち、超過労働給与及び通勤手当以外のものをいい、本

法人の特別契約職員就業規則、特定契約職員就業規則又は嘱託職員就業規則に基づき契約に

より給与を定めている者にあっては、所定内給与に相当する給与の年額を 12 月で除した額を

所定内給与とする。 

４ 理事会が特別な事情により報酬等の調整が必要と判断した者の職務報酬は、前２項の規定

にかかわらず、理事会の決議によりこれを増額又は減額することができる。 

（非常勤の役員に対する報酬の額） 

第５条 非常勤の役員に対する報酬の額は、別表第２に定めるとおりとする。 

２ 第３条第２項の規定による職務報酬は、別表第１の２（第４条の表）を準用するものとし、

適用する号俸については１号俸から８号俸までの範囲で理事会において定める。 

３ 理事会が特別な事情により報酬等の調整が必要と判断した者の職務報酬は、前項の規定に

かかわらず、理事会の決議によりこれを増額又は減額することができる。 

（退任慰労金の額） 

第６条 役員に対する退任慰労金の額は、別に定める役員退任慰労金規程に定めるとおりとす

る。 

（評議員手当等の額） 

第７条 評議員に対する評議員手当等の額は、別表第３に定めるとおりとする。 



（賞与） 

第８条 第３条第１項の規定にかかわらず、役員に対し、本法人の事業の業績に応じて賞与を

支給することができる。 

２ 前項の賞与の額は、基本報酬の月額を基礎に本法人給与規程に定める期末手当の支給基準

の範囲内において、支給方法を含めその都度理事会の決議により定める。 

（報酬等の支給方法） 

第９条 役員に対する報酬等の支給の時期は、次の各号による報酬等の区分に応じて、当該各

号に定める時期とする。 

(1) 基本報酬及び職務報酬 毎月 20 日（ただし、支給日が土日、祝祭日にあたる場合は、当

該支給日前の土日、祝祭日でない日に順次繰り上げる。） 

(2) 退任慰労金 別に定める役員退任慰労金規程に定めるとおりとする。 

２ 評議員に対する評議員手当等は、評議員会等への出席の都度、その事実に基づき所定の手

当を支給する。 

３ 報酬等は、現金により本人に支給する。ただし、本人の同意を得れば、本人の指定する本

人名義の金融機関の口座に振り込むことができる。 

４ 報酬等は、法令の定めるところによる控除すべき金額及び本人から申し出のあった立替金、

積立金等を控除して支給する。 

（報酬等の計算） 

第１０条 新たに役員に就任した者には、就任日の属する月分から定められた基本報酬及び職

務報酬の全額を支給する。 

２ 役員が月の途中で退任した場合は、退任日の属する月分の定められた基本報酬及び職務報

酬の全額を支給する。 

（通勤手当） 

第１１条 常勤の役員（本法人の職員を除く。）に対し、本法人の給与規程に準じて通勤手当を

支給する。 

（費用） 

第１２条 役員等には、別に定める役員等旅費規程に基づいて、旅費を支給する。ただし、常

勤の役員で本法人職員としての通勤手当又は前条に規定する通勤手当が支給されている者に

あっては、当該通勤経路に係る旅費は支給しない。 

２ 役員等が職務の執行に当たって旅費以外の費用を要する場合は、当該費用を支給する。 

（公表） 

第１３条 この規程は、寄附行為第７７条の規定に基づき、インターネットの利用により公表

する。 

（規程の改正） 

第１４条 この規程の改正は、評議員会の意見を聴いた上で、理事会の議決により行う。 

（雑則） 

第１５条 この規程に定めるもののほか、役員等の報酬等に関し必要な事項は、理事会が定め

る。 

 

附 則（１９８６年 7 月１９日制定、２０１９年１２月１７日全部改正） 

この規程は、２０２０年４月１日から施行する。 

附 則（２０２５年５月２０日一部改正） 

１ この規程は、２０２５年５月２０日から施行し、２０２５年４月１日から適用する。 

２ 第３条第４項、第７条、第７条関係別表第３、第９条第２項及び改正前の第１０条第３項

の評議員手当等の規定は、２０２５年度の定時評議員会の終結の時までは、なお従前の例に

よる。 



 

 

別表第１ 常勤の役員に対する報酬の額（第４条関係） 

１ 基本報酬及び職務報酬 

項目 

区分 
基本報酬（月額） 職務報酬（月額） 

理 事 長 200,000 円 

適用する職務報酬表の号

俸は、役員としての職務の

内容、実績及び責任の軽重

等を勘案し、理事会におい

て定める。 

副理事長 200,000 円 

常務理事 200,000 円 

常勤の理事 200,000 円 

常勤の監事 200,000 円 

 

２ 職務報酬表 

号俸 職務報酬(月額) 号俸 職務報酬(月額) 

1 

2 

3 

4 

5 

6 

7 

8 

9 

10 

11 

80,000 円 

132,000 円 

195,000 円 

258,000 円 

321,000 円 

384,000 円 

447,000 円 

510,000 円 

573,000 円 

636,000 円 

704,000 円 

12 

13 

14 

15 

16 

17 

18 

19 

20 

21 

22 

783,000 円 

843,000 円 

906,000 円 

991,000 円 

1,069,000 円 

1,146,000 円 

1,227,000 円 

1,301,000 円 

1,375,000 円 

1,449,000 円 

1,523,000 円 

 

 

別表第２ 非常勤の役員に対する報酬等の額（第５条関係） 

項目 

区分 

基本報酬 

（月額） 

理 事 200,000 円 

監 事 200,000 円 



 

 

別表第３ 評議員に対する評議員手当等の額（第７条関係） 

手当の名称 手当額 

評議員手当 50,000 円 

議 長 手 当 50,000 円 

備考 

１ 評議員手当は、評議員会１開催当たりの手当額とし、出席（書面又は電磁的方法によ

り議決に加わる場合を含む。以下同じ。）した評議員に対して支給する。 

２ 前項の規定にかかわらず、寄附行為第３９条に規定する評議員会の職務等を遂行する

ため、評議員会以外の会議等へ出席した評議員（本法人の職員を除く。）に対して、そ

の事実に基づき、評議員手当額の範囲内において手当を支給することができる。 

３ 議長手当は、評議員会１開催当たりの手当額とし、寄附行為第４７条の規定により議

長に選出された評議員に対して支給する。 


